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事業部制の展開と振替価格政策

f 

はしがき

事業部制の展開と社内振替取引

振替価価政策の現状

）｜｜ 

事業部制における振替価格政策の役割

はしカf き

t白

周知の却lく最近我国において事業部市IJの問題が利益管理の観点からとくに論

議されるに至っている。乙のととを裏書きするかの如く， 1960年10月通産省合
註 l

理化審議会ば「事業部制による利益管理」なる新答申案をまとめて先表した。

元来事業部fj;ljは，独占的企業結合の最高度の発展のもとで，分権的組織原Jllj

を故大阪に活用して各分権的組織単位たる事業部をして利益立任単位たるにふ

さわしい権限を与え，もって本社に可能な限りの利益を貢献せしめることをおi

いとするものであった。だとすると事業部制における各事業部のアカウンタヒ

リテイの確立は，各事業部の本社に対する貢献度を測定するうえで欠くことの

できない問題である。しかも ζの様なアカウンタビリテイの確立は，日内振替

取引をなすに当り特定の振替価格でこれを「刷出し部門収益を確定することによ

って始めてば能となるのである。だから事業部制における振替価栴決定プj式

は，事業部制の迎用に重要な忠義をもっとともに，事；，＇；：部 ii市の本質そのものに

も触れる重大問題となるであろうととは位、像に難くない。とくに工業技術的連

関ある生産組織すなわちコンビナートを幾つも包叩する虚業コンツエルン内部

の部門経営を事業部とするJJ,1合！こは，とのととは特にいちじるしいω

小｛；：吉は，通産省答申案の振替価格に閃する論述の骨子となったと信ぜられる

NAC Aの ResearchSeries No.30“Accounting for intracompany trans-
註2

fers”を中心lこ，その他諸文献をも参照して， 振替価格政J(：｛の現状とそのぷ昧
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するものを考察して，事業部制の本質理解への子がかりを探り出そうと試み

fこO

版社？価格政策の現状において特に問題の焦点となるのは，競争的市場価格又

は限界（変動） Jfii filu Iとよる振出価格決定方式であるが，私は振替価格政策を単

にその価格決定方式の比佼検討にi眠るのではなく，特に産業コンツエルンをめ

ぐる事業部制の民間との関連及びその果すべき役割という制点から収上けてい

きたいと考える。

結論的に言って，（1）事業部制の問題は決して権担の分散と集中の問題一般に

解消されるべきではなく，あくまで独占的企業結合の最両度の発展のもので，

激化せる企業間競争に対処し， 'jg(11 iの維持をほからんがために，利益業＊（l評定

による社内競争という形式で経営者支配の強化を311った析しい組織体制として

捉えるべきであり，（2）かかる体出lj，すなわち生産過程の徹底的合理化と 1hll¥'j支

配の一貫的遂行を可能とする管理体制を保証するものとしての部門白治権の必

要性という観点からすれば，紛争的市場価格基準による似笛価格は，事業部告lj

の本質と切り離せない重要な役割与を担っていると考えられるのである。

註1 産業経理1960年10月号p.66。

註2 山辺六E![s教授の「分権的利益管理と社内振答価格政策J （企業会計第11巻6号）

は初めてこの文献を我が国lこ紹介した労作である。

,. 事業部制の展開と社内振替取引

A. D、チャンドラーは，アメリカの50大企業について，これを10の産業部門
註1

lと分類し，その管理機構の実態の歴史的分析を試みている。乙れによると事業

部制が全面的に展開して来ている代表的産業部jlljは，化学，電機， l~IuリIJili，石

i1i1の4産業部門である。これら産業部門を中心として事業部市I］が展開した最jえ

の理由を彼は，（1）新製品と新市場の聞発と現存T¥TJ誌の重大な変イt,(2）営業の地域
註2

的拡大，（3）事業規悦拡大，に求めている υ たしかに乙れら産業部門がこの半tu:

紀における代去的成長虚業であったととは一見してゆjらかで、あるが，乙れら産

業部門における企業の成長過程と事業部制の展開過程を観察すると，そ乙lと二

つのコースが明らかになってくる。
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詮1 A. D. Chandler, Management Dec巴ntralization: An Historical Analy-

sis, The Business History Review, vol. XXX (1956) No. 2 p.111～p.174 

宮川l宗弘「分権的経営管理の展開」『立教経済学研究」第12巻第1号。
註2 Chandler, op. cit. p. 170 

すなわち，第uこはゼネラルモータースやユニオンカーバイトの例が示す丸｜
ブLYシi

く，＊平的に結合し管理的lこは jレーズ［と連邦化された持抹会社から出発して，

統一方針の明確化と木社スタッフ機構の強化をはかりつつ事業部；lilJを毘倒せし
註3

めるコースであり，第2にはU.S.コムやデコポンの如く垂直的立iートラスト

から出発してl以収，合併，拡張を過じ事業部IJりの多角化ないし多様化をはかる
註4

I hで事業部市ljを民閣せしめるコースである。しかもどちらのIお合も，製品の多

角化及び多様化と事業郎制採用を結びつけることを通じて，マスマーケットと

の接触を強め，かつ垂直的lこも水平的にも結合する多角的綜合コンビナート化

を指向する盛業コンツエ jレンとして成長する｛！；｝［向が右11)(されるのであるコらち

ろん後年において事業部市IJの採用は，乙のような産業コンツエルンのみに止ま

ることなく，商業トラストや更にはifI小企業の一部にも故及したのであるが，

本来的lと事長部川展開の内的必然性を有したのは，これら

あった。

註3 Chandler, op. cit. p.117 p. 128 

コンツエルンで

E. Dale, Planning and de，ァelopingthe company organization structure. 

邦訳 p.149

註4 Chandl巴r,op. cit. p. 133 p. 134 

元来コンツエノレンは資本集中の故高度の形態として，幾つもの産業部門をそ

の内に含むものでありながら，かならずしも傘下諸部門の工業技術的連関を密

接に有するものではない。それ故コンツエルンの形成は，それ自体としては，

市場を通じない企業内部の交換的連閣の存在を泡対的な条件とするとは阪らな

い。しかしながら，コンツエルン形成の最近の発民は，特にマーケテイングの

発達や，技術革新と関連して発生した新製品開発と事業分野の多角化及び多様

化の必要性増大に強く影響されて，従来の持1(J;f:l句コンツエノレンから，次第（こ総

合的経営政策の下で多面的な工業技術的関連と生産的均衡を必要とする多角的

綜合コンビナー卜へ転化する傾向が確立されるに至った。すなわち工程部門別
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や職能部門別更には製品別の専門化が一層広範な基礎の上でコンビナート的に

綜合され，かくて異部門をも包括せる複雑な生産コンプレックスを形成するに

至っているのである。

元来コンビナートなる概念は，原料加工の連続せる段階的生産を包含する密

接な工業技術的関連を現わす綜合的経営結合をその本来的内容とするものであ

ったが，組立産業や加工産業のみでなく，化学工業の発展lこ刺激されて廃物屑

物利用が進み，さらには原料の綜合的利用が完成するに及んで，コンビナート
註5

概念のより一層の拡張をもたらしたのである。しかるに広範な金融的関連の下

に成立せるコンツエノレンが， r;r己金融に朱徴される資本のより高度なる集巾＊

fi'：を遂げる時，かつてはコンツエルンの単純な一部門を1:Nt成して地理的にも一

定の限界を有するに止まったコンビナートは，いまやこの限界を越えて綜合的

経営政策の下［こ組織化され，幾つかの部門を包析する多角的綜合コンビナート

に成長する。かかるむ味では多角的綜合コンビナートなる概念は，独占後期｛こ

特徴的な産業コンツエルンにおける生産の集中集積の最も具体的典型的なる表

現であるということができる。

註5 ヒルフアデイング『金融資本論』国民文庫版p.338

レーニン「帝国主義論』国民文庫版 p.23

ブリユーミン「多角形企業論』柏崎訳 p.91～p.93

さてかかる産業コンツエノレンにあっては，多くの産業部門や段階的生産部門

が傘下に'11，・まれる結果，企業内における交換的連関の重要性が飛躍的に増加せ

ざるを件ない。こういった交換的連関を媒介するものは社内振替取引である

が，従来それはプロセス工業でのみ特に問題となっていたものであった。しか

るに上述のような産業的コンツエ jレンの発展は，同一部門の垂直的工程聞のみ

ならず，原料副産物の利用により異部門聞にも，さらには製造部門とマーケテ

イング部門の如き職能別部門聞にも社内振替取引を行なわしめるに王った。

さて一般に事業部制の下では，各事業部は製品別基準で組織されるのを建前

としているが，この制度は生産から販売に至る包括的な全権限を個々の独立し

た事業部に与え，かくして各事業部をして本社に積極的に利益を貢献せしめん

とするものである。このようにして各事業部門は利益責任単位として組織され
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ることになるのであるが，とのJJ;j合， 「最終担品JをLt産または版完する事業

部は買手が支払う市場価格によってその収益を確定することができる。ところ

がその生産物文は用役を和内での消費に提供する事業部では，社内振替価格に

よってその収益を確定するよりほかはない。すなわち，村内振替取引を主体と

する部門においては，その取扱う半製品， j¥¥l]産物等を製品花見たてて，一定の

振替価格でその収益を計算上確定していくことによって始めて利益責任単位と

しての休系をととのえるととができるわけである。乙うする乙とによって始め

て部品別や工程別さらには職能別の事業部も製品別事業部の如く利益責任を与

えられることが／_I＇，来るのである。乙乙［ ζ社内』良部価格の問題が生じてくる。

2. 振替価格政策の現状

さて事業部制における振替価格政策の現状はどの様なものであろうか。

事業部制の下にあっては，各事業部は利益責任単位として，すなわち市ーの

会計実体lこ擬せられるわけであるから，その振替価格は当然内部利益を予定す

るものでts.ければならない。この点で，振替担益を内部利益と右倣さない工程
註l

聞の振替l[i,z引における振持単価と区別する必要がある。しかもその内部利益

は，よしそれが計算上のものであるiとせよ，事業部経営屑の利益責任に対する

客観的尺度として役立つと同時に，社内競争を促進する利益インセンテイヴと

結び付きうるものでなくてはならぬ。乙のことから，この様な内部利益を予定

する業績評定の？とめの振替価絡は， NACAリサーチシリーズや通産省案が示

す如く， ・ml品価格又はそれに類似するものである乙とが望ましいとする見解が
でてくるのである。

もちろん，市場価絡による振替については，財務会計的観点から従来にも多

くの異論が存在した。たとえば， 1930年NACAが「デ、パートメント間叉は支

店聞の製品取許は，原価によるべきか市価！とよるべきか」とのテー7 で行った
註2

パネルデイスカツシヨンにおいても， この様な問題が論議されている。しか

し，この当時はまだ事業部制が全面的lこ展開していない段階であったにも拘ら

ず，そのデイスカツシヨンにおいて，市場価格による場合でも，（1）内部利益を

，排除して真実の利益を確定すること，（2）棚卸評価のインフレーシヨンを防止す

るζ と，が共l乙可能であることを指摘して，市価で振替える ζとの可能性と管
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理上の利点が主張され，この問題が市lこ会計！ぶflljだけの問題ではないとする論
註3

議が行われている。しみもこのデイスカツシヨンの締めくくりに立ったへツカ

ー卜は， 「この問題ほ完全にポリシーの問題であり，私はなぜ製品振替につい

てある問の特定力法を選択しなくてはならないのか， その理論的根拠を知ら
Jtf.4 
ぬ。」と述べ，振替価格が政策的にきめられる可能性をすでに示唆している。

註1 産業経渥1957年6月号p.62.相馬新七Ri:1「振替価格についてJ。

註2 Inter四Departmentaland Inter Branch Transfers of Products at Cost or 

Market Price? NACA Year Book 1930 p. 205～p.225 

註3 Ibid., p. 206～p. 208 

註4 Ibid”p.218 

さて現在の事主］~j)i!;IJにおいて実際！こ用いられている主な振杯価格決定方式
註5

（土， J行文献の示すところでは大休次の諸方式である。

(1) コストプラス方式

(2) 市場価格方式（リストプライス又は修正1¥1"価）

(3) 商議価格ブj式

(4) セーJレスマイナス方式

(5) 限界原価又は変動原価方式

註5 N. A. C. A. Research Series No. 30, 1956, Accounting for Intracompany 

Transfers. 

J. Dean, Decentralization and Intracompany Pricing, Harvard Business 

Reviw, July-August 1955. 

P. W. Cook, Decentralization and The Transferprice Problem, The 

Journal of Business, April 1955. 

P. W. Cook, New Technique for Intracornpany Pricing, Harvard Busi-

ness Reviw, July-August 1957. 

E. B. Rickard, A Study in Decentralization: Controllership in a Dece-

ntralized Organization, N. A. C. A. Bulletin, January 1950. 

H. Bierman, Pricing intracompany transfers, The Accounting Review, 

July 1959. 

John Dearden, Interdivisional Pricing, Harvard Business Review, 

January 1960. 

W. Kell巴r,Management Accounting for Profit Control. 
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(1）のコストプス方式は，予算原価又は正常原価，場合によっては実際原価に

一定の希望利益を加算するものであるが，乙の希望利益は大体において本社が
註6

~意的lと決定する c この方式のごく 済史的なプライジングノレーjレは，

a.標準直接原価は，原料購入単価，単位当り直接労務費及び変動間接費予算

から公式化される。
ピリオトイクスパンス

b.標準期間賀用は，毎年のJJ;rj間費用予算！とよってきめられ，予想生産量 1

単位当りに配賦される。

c.一般管理費は， 1該部門の使用資本に一定比率を出けて，総配限額を算定

し予想生産量1単位に配叫する。

d.以上3羽目を加算した松m位原価K，使用資本と希与i利出卒を掛け7ごもの
を予想＇I：産量で；i：りった単位当り希望平rJt主をフ。ラスして振替価格とする。

この方式を採用するの：ま次の様な事情によると言われている。すなわち（イ）内

部振詩価格決定へ導く競争的外部TIT:l号が存在しないJ:J;;合ο （ロ）商議lこ告される時

間と労ブ」を省くためにプライシングノレーテインを設定する乙とが求められる場

合，つまり価格決定の問略化をはかる場合。付最終製品の価格決定のポリシー

を満足さすために値入れ寧(interunitmarkup rate）が用いられる場合で，こ

の目的とするところは製造とマーケテイングω件段階で凶｛11liに付一加された利作
註7

1と仁11:;J.と統制を維持することである。

コストプラス方式のトでは希望利佳，予想生産量，更には間接買配賦基準の

決定にどうしても本社の怒志が介入することとなるから，利者らそのものは有効

な業績評定の尺度とはならぬ。故lζ各事業部は本社スタッフの予測する正常操

業度のドで原価責任を遂行しさえすれば，コストの補償と一定の内部利益は確

保されるシステムなので，真の利益獲得の険会が失われ易く競争刺激は少くな

ると考えられる。とこに事業部制において最近市価や商議価格が広く用いられ

るに至った理由がある。

註6 N. A. C. A. Research, p. 34. 

註7 ibid., p. 35. 

(2）の市場価格による振軒価格は，厳密に定義すると政府発行の価格リストに

記載されたのと同一規格の品目であって，実際にそれが行われると否とに拘ら
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ず社外取引の可能性ある品目に適用される。リストプライスと呼ばれる価格リ
註8

ストをそのまま適用する方式がこれである。乙の方式は事業部聞の社内取引を

国民経済価格で評価する乙とによって各事業部を最もよく競争的条件の下にお

くものであり，社外購入と社内生産の選択とバランスの判断を可能にする D

しかし社内振替のなされる多くの品目は，そのままリストプライスを適用で

きないものが多い。まず｜｜］‘価が存在しても，その， 1-1 に版先広告費，~賃，管理

1Wの，1iめる比重が大きい助合，これをそのまま使うことは社内振替取引による

常業上のコスト節約を正しく反映しないので，市価を割引修正する必要が起つ
註9 スベジブ什ー：ノヨン
て来る。そしてまた振杯品目がリストの標準品目とデザインや仕 様が異

註10
るとすると，比較分析を行ってこれまた－1!T価を修正する必要が起って来る。乙

うしていろいろな形での修正市価方式がとられることになるのであるョ

註8 W. Keller, op. cit., p. 405 

註9 N. A. C. A. Research, p. 27. 

W. Keller, ibid., p. 406. 

註10 N. A. C. A吋 ibid.

ところで社内振杯品目の中には，独特の設計や新技術等によって比較分析の

不可能なものも存在する。かかる品目は，当然リストプライスが存在しないか

ら，何らかの］院で出争的価格を維持するために事業部聞の商議で価格を決定し

なくてはならぬO

乙乙に（3）の商議価格方式が問題となるが，このような商議は，その会社の主

要競争者の原価情報すなわち競争者の用いる施設のタイプ，生産方法，生産

量，賃率，原料価格等の情報にもとず、いて行われる。ある場合には，会；l：の技

術課及び原価計算課が協力して最も能率的な方法で製造されたコストを見積

り，これに利益計画で会社の目標としてきめられた利益率を生むように計算さ
7ークアップ

れた値入れを適用し，これを両事業部に内示することもある。

こうして中央スタッフの情報を基礎に商議が各事業部の代表で構成された委

員会で行なわれる。このような委員会の会合は， !Ni議価格の場合だけでなく Tl「
価修正の場合も行われ，委員会の志見が一致しない場合には， 14::i央スタッフ又

註11
はトップマネジメントに論争が附託される。
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註11 J. Dearden, op. cit. p.124. 

N. A. C. A. Reserch p. 26. 

(4）のセーJレスマイナス方式は， N.A.C.A.リサーチシリーズでは特別に取

上げてはいないが， T[f場iζ強く指向する組織において特l乙販売事業部への振替
註12

価格として用いられるものである。価格決定の基準は製品の外販価格で， ζれ

から販売事業部の販売経費と一定の適正利益許容額を差引く乙とにより振替価

格を決定する。乙の方式は，中間工程部門と販売部門を一定の保証されたマー

ジンで保護するので，最終製品の価格変動の影響がそのまま統合企業の基礎的
註13

生産単位に転嫁される。だから中間工程や販売部門の能率は不明確となり，手I]

潤増大への刺激とはならない。とくに販売事業部の場合販売価格の一定訓合が

販売部門収益として保証されるので，ともすれば企業全体の利説低下が起るこ

とも省りみず販売事業部が値下げによる売上高増大をはかる如き傾向が起る可
註14

能性がある。ょうするにこのセーJレスマイナス方式もコストプラス方式同様，

事業部制利益管理が要求する企業全体の利潤極大をはかる競争的刺激を事業部

に与えるに足る振替価格決定方式としては不充分なものでしかあり得ないので

ある。

註12 J. Dean, op. cit., p. 70. 

高橋昭三「分権制とトランスフアープライス」『立教経済学研究』第14巻第2号

p.11. 

占部都美『事業部制と近代経営』 p.140.

註13 J. Dean, op. cit., p. 70. 

高橋氏前掲論文， p.11～p.12.

註14 高橋氏前掲論文， p.12.

占都民前掲書， p.141.

以上N.A.C.A.リサーチジリーズを中心とした諸文献で取上げられた事業

部における短期業績評定のヤードスティックたるべき振替価格決定方式の概要

を観察した。 N.A.C.A.シリーズによると，振替価格の競争的市場基準での
イシターナルプライ VYグ

満足な運用は，社内価格決定を導くかなり頼りになるデータを準備するために

外部市場が存在しているととろでのみ可能であるという乙とが指摘されている
註15
が， ζのことはP.W.クックが「現実の市場の欠除した中での商議価格はフ。ロ
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註16
フィットセンターの財務報告を歪める」と述べた乙とと符合する。そして前に

も見た如くリストプライスがそのまま適用できるケースは割合少いから，実際

lこは修正市価又は市価データ lこ裏付けられた商議価格が適用される場合が最も

多いと考えられる。

今迄述べ来った業総評価の基準としての振替価格の諸決定方式は，その適用
註17

される1{lj品や産業部門の性格によって影響されるから，そのヤードスティック

としての迎用は同一企業内でも各事業部によって異ることがあるのは当然であ

る。
、ーツア J ，，エケイツ7） ントグイヴイジ可ン

例えば自動車企業の場合を見ると，部品及び装備品事業部では1i1価が用
註18

いられる。というのは， この事業部の製品は互換性ある標準製品が多いので社

外l&引されるものもあるから， リストプライス又は市価修正の基準を見出すこ

とは容易である。つぎにエンジンやill体等の事業部では，特殊設計のものが多
註19

いので｜缶議価格が用いられる。そして故終製品たる自動車組立事業部は， コス

トプラス方式で一定の値巾をもったいわゆる管理価格を本社がきめているか
註20
ら，ヤードスティックは価格よりむしろ各クラスの自動‘半の市j討における地位

註21
即ちマーケットシエアーが重視されることになる。

註15 N. A. C. A. Research op. cit., p. 30. 

註16 P. W. Cook, Decentralization, op. cit, p. 93. 

註17 N. A. C. A. Research op. cit., p. 24. 

註18 E. B. Rickard, op. cit., p. 571. 

註19 Ibid., p. 571. 

註20 Koontz & 0’donnel, Principles of Management, p. 214. 

註21 P. F. Drucker, Concecept of the Corporation, p. 65～p. 69. 

1956年N.A.C.A.リサーチシリーズの発刊に相前後して， このシリーズと

同様lこ－r11価又は競争的尚議価格を振替価格とすべきことを主張する幾つかの凡
註22

併が存在していた。しかるにその後2～3年を経過し，最近になって市価や競争
註23

的｜剖議価格に批判的な凡併が幾つもあらわれて来ている。 これら批判的Y~f~N に

立つ論者は，いずれも市価による振替が完全競争を背景としたフノレ以業の可能
エクピスキヤパシチf一

な状況でのみ妥当するもので，過剰設備能力が存在する場合には，市価等のフ

ノレコスト振替方式がともすれば綜合的な経営立志決定を誤らしめる点を強調す
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る。それ故にとれちの論者は，限界）京価又は変動｜反価在振替価格として用いる
註24

ことによって，問題の併とたを計るべきことを主張する。

限界原価振替を主張するこれら論者は，明らかに高橋助教長が指摘される如

く「全体としての企業の限界原価と限界収益を明確にし， jib[界理論lζ立脚する

最大利潤獲得のための価格政策と，それにもとずく各部門の均仇的な操業度決
註25

定を打わしめる乙とを志図した」わけであるが，その依って立つ限界理論その
註26

ものについての羽実適応性lこ疑義が持たれている現状では，ダイレクトコステ

イングの発達などとも関連して，変動員による振替を主張するクック等の議論

が羽実的lとは志味をj寺っと考えられる。クックは1955年に Journalof Business 

の論文では市価基準による振替の優越牲を主張したのであったが， 1957年の

「辻内取引価格lと関する新技術」なる論文では，他部門から振替えられて来て

累積した固定査を各事業部の変動費と区別し，さらに変動費のみの伝手与を考出
註27

すべきことを土仮している。彼によると布価等の総原価による振替は，アrlR 
Hンゲアイヴイシヨン

事 業部 lと棚卸資産として転記された収品目価を，すべて変動！京価として

取扱うことになるので，企業全体からみての回定費7こる｛也事業部からのプi{;;; 
ーデイン 註28
負担額をも変動原悩lとみなすことになる。との乙とは特に過剰設備の生じた時

lζ，社内外の取引退択，在庫及び生産計画，製品価格決定，製品政策，資本予
註29

3与を裏付ける投資政；定等々の経営者；意志決定を複雑にし誤らしめる。それ故lこ

事業部財務諸表において振替負担額を介離して別の勘定lζ一括表示することに

よって，これを排除した振替，即ち変動費による振替を行ってとれら）：±~志決定
註30

を正確ならしめるべきだというのであるc

(Tra田 f巴rDivision) (Acquireing Division) 

機；旗第す－ ~r 二；；；）t；，；~－2:-~~ --－ー ハ

I I 1 ~fllt~S~g [ "" ]f; f 固定費 t , :5: , , I I re仮谷伝記弓れた

｜利益IJ ~~；両足；－
一 → 一政府務l主立平均

同定費



事業部制の展開と振替価格政策 -85ー

註22 例えば J.Dean op. cit. (1955年） P. W. Cook op. cit. (1956年）の如き。

註23 J. Hirshleifer, Economics of the Divisionalized firm, The Journal of 

Business, April 1957. 

P. W. Cook, New Technique, op. cit吋 1957.

J. Dearden, op. cit吋 1960.

高僑氏前掲論文 p.5～p.6. 

註24 乙の点に関しては高橋昭三助教授が最近の労作（前掲論文）で極めて克明な紹介

と分析を誠みて居られる。小隔のこの限界原価についての論述もこの労作に負うと

ころが多い。

註25 高橋氏前掲論文 p.23. 

註26 高橋氏前掲論文 p.24. 

註27 P. W. Cook, Decentralization op. cit. 

P. W. Cook, New Technique, op. cit. 

註28 Ibid勺（NewTechnique) p. 74. 

高橋氏前掲論文 p.25. 

註29 価格決定については，電子工学企業のプリント配線事業部に過剰設備が生じてい

る場合の実例を示し，市価で対政府販売事業部！こ振替えると結局政府契約の入札の

チャンスを逸することを数字で示している。製品政策や投資政策については， 「市

価で振替える乙とは各事業部にもトップマネジメントにも，どの製品が利益に貢献
ピジす、ス

しているか，叉新らしい営業から最大の正味現金の流れ（Potential net Cash 

inflow）をもたらすのはどの製品であるか，といった乙とを厳密に知らしめない」

と指摘している。 (Ibid. p. 76) 

註30 Ibid. p. 79. 

ところで，クックはこの様lこ市価振替の欠陥を指摘し，変動賀振替の利点を

強調するが，決して市価基準その他フノレコストによる振替を止めて変動費振替
註31

だけを採用することを主張しているわけではない。彼は一方において変動費に

よる振替を行うことは原価基準システムに変化することをぷl床するのであり，

これは結局組織の伝統的形態（集権管理）への彼州にすぎず，事業＼%は独立性
註32

を失うということを指摘している。このことは要するに，変動fJi振替のみに頼

る場合，事業部の計算的独立の拠り所となる事業部の収益基準がさだかでな

く，振替価格が業積評定よりはむしろ本社トップに集中した権限のドで行われ

る経営ぷ志決定の基礎データを与えるものとしてのみ，機能する乙とになるか

らである。それ故彼は市価基準と変動費基準というこつの振替方式による計算
註33

機構の併用を示唆したわけであるが，このことはそれぞれの目的に適応する形
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註34

で振替価格を用うべき乙とを提唱したピヤマンの主張と一致するのである。

註31 例えばクックは Voucheriζ記入すべき四つの記帳項目を次の様IC::挙げている。

(1)総記入価格（TotalBilling Price), (2）総変動原価，（3）供給事業部よりの振替

負担額，（4）その他の事業部からの振替負担額。（NewTechnique, op. cit. p. 79) 

註32 Ibid., p. 76. 

註33 彼は結論において「振替取引がなされる時，一つだけの報告書形式やl限繕では効

率的営業のため必要なすべての情報を提供することはないであろう」（Ibid.,p. 79) 

と述べている。

註34 H. Bierman, Pricing intracornpany Transfers. The Accounting Revi-

ew, 1959 July. 

さて乙の様な管理の諸目的lζ応じた二つの振替価格方式の主張は，結局は事

業部制における利益概念lζ関連して来る。クックは事業部損益を決定するに当

って振替負担額（つまり固定費）の取扱いについての一般的Jレールは存在しな
註35

いと述べている。けれども乙の問題に対する解決の示唆は，通産省答申案が極

々の利益概念として固定費の取扱いを異にする四つの利益概念を列挙し，それ

ぞれの役割を明確にしつつそれに従った使い分けの必要な乙とを主張した乙と
註36

によって与えられていると言ってよい。乙の四つの利益概念は明らかにシリン
註37

グロウの論文「内部利益測定の指針」から示唆を受けたものと思われるが，売

上差益，管理可能利益，事業部利益，純利益の四つのものである。第1のもの

は経営意志決定の指針として，第2のものは事業部自体の短期業績の測定基

準，第3のものは事業部自体の総合業績を示し，第4のものは企業全体の利益
註38

に対する貢献度を示すものであることが，通産省案では指摘されている。これ

ら四つの利益概念のうち財務会計的l乙意味をもつのは事業部利益と純利益であ

るが，そのほか乙こで特に注目すべきは売上差益である。このj』2・合売上高．はll}j

らかに市価やコストプラス等を基準としていると考えられるが，乙の売上高か

ら変動費を一括して差引く乙とにより売上差益を出している乙とは，各事業部

の変動費が明確に区分される乙とをー志；味し，乙のζ とによってこの利益概念が

綜合的経営方針に役立ちうる可能性を示している。

かくのごとく変動費を明確に区別することは，結局ウエスチングノ、ウス社が

実施しドレピンも提案したといわれる買手事業部には売手事業部の変動費を中
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事業部制における四種の利益概念、の関係

（通産省答申案及び G.Shilinglow，諸井氏論文より）

売上高 …・……………………………...・ H ・－－－×××××
f売上品変動費 l 

差引，零＿__y~費 i音·~門変動販売・管理費j－－－－－－……・・・ ・ ××××  
売上差益 ・… H ・H ・－…………....・ H ・.....・ H ・－…・……××××

差引，管理可能固定費

（固定的管理可能部門個別費，即ち事業部長の …・…・……....・ H ・－××
命令で短期利採管理の対象となるもの，例えば
試験研究，開発費et C.) 

管理可能利益 ・……－…・…………・……・…・・・……・××××

主引p 事業部所属のその他の固定費

（固定的管理不能部門個別費p 即ち過年度本部 ……・……・…・×××
叉は事業部長が意志決定を行なってきめた固定
費，例えば減価償却，保険料等長期計画にもと
ずく固定費）

事業部利益

差引，事業部外の費用

（本部補助部門の共通費配賦額）

－…××× 

×× 

｜位_!IJ___&it（税問噛） ×××  
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註35 P. W. Cook. op. cit. p. 79. 

註36 産業経理1960年10月号・p.77～p. 78. 

註37 G. Shilinglaw, Guide to internal Profit Measurement. H. B. R. March-

April p. 65～p. 74. 

諸井勝之助「分権的管理組織における内部損益計算」会計第73巻3号。

註38 通産省案前掲書 p.77～p.78. 

註39 高橋氏前掲論文 p.17.p. 27. 

3. 事業部制における振替価格政策の役割

以上で振替価格政策の現状を概略検討したわけであるが，現在のところでは

問題の焦点は事業部業績評定のための市価を中心とした競争的価格基準，およ

び経営政策決定目的のため採り上げられた限界原価又は変動原価基準の二つの

方式にしぼられることが明らかとなった。そこで以下では，振替価格政策の事
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業部制において果しつつある役叫，就I[1これら二つの以替価格決定)j式が，激

化する独占間前争への対処と独i片の維持強化のために特に産業コンツエノレンに

展開せる事業部制においていかなる機能を果すかを11月らかにしつつ，か；り〉る振

i安価格rf女誌の県す機能との｜珂述において此た中央統制！と~［）門円治権の関係を論

じ、て結びとしようっ

事業部出ljの民間j品むをみると，毘、京コンツエルン化への二つのコースが胤察

されることは前にも兄た通りであるが，多角的折、合コンビナート化を遂げる以

前の管i型的に統ーのなかった初期の時株会社であるとか，単一主I白トラストを

それぞれ（）心ζしてみおと次の様な点、がII「lらかとなる n すなわち初期の持限会

社！とおいては，その分：←卜の~［5円経営たる守会引は，それぞれ独「1の裁民で経引

日］）Jを営み，それによってあげた純刈益を親会社に瓦献しているつ他方市一主

直トラストの部門経常fこる清プラントの凶fi-1こは，：存プラントはH;T11lli責任を東

すのみで，そのトラスト全体d時t不I］誌に対するプラントの利益五献の度合は測

定されないであんうご

ところで，これら持株会利及び却・トラストが多角的コンビナート化を指！り

する産？とコンツエルンlこ：進化する士見合には，祐部門経常に統 ある経営ノら’針を

；在、すー方，ともすれば管原能率向上の j;~S,f;告となりがちな宵 1｛＼＇主設的管理をド：:Jj ぐ

ために，本社と郎門粍？：？の問にn月fl在化された責任権限関係の介却を計ることが

不可欠となる。ここに者巨1111経営lこ対して明確化された責任権［恨の計数的表引と

しての分権！有利長立任が与えられることになり，かくて'j'f.主部;r；りが全TITi的に）昆

聞をみたわけであった〈

本来，卒業tllは最も山！「l的には製品目ljの利益責任j単（，＇；： として編成されるが，

その利益責任（土｜京価責任と売土高責任との対比によって確定する。それ故lこ製

品別事業部は今般にh売円主権に裏付けられて始めて完全な利益責任を宋；すこ

とがけ＇1~ミるわけであり，それによって会社全体の利店に対する貢献度を評定さ

れることになる。ところが〕；f＿§＿部門月lj, ~故古旨 c,11 門川iJ ：等のや荒部，さらには主主品

目ij官東部でも販売部門が別に独立してG、る場合I二ぽ，社外取引はh；［則として存

在しないから，これら芋業部には販売臼主権が附与されず，本来はj単価責任し

か与えることが出来ぬ。しかしながら事業部制においては，すべての事業部が
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利益責任を持たなくてはその充分な効果は期待できない故に，販売量以外に利

益に関係する諸項目（例えば材料購入価格やエンジニヤリング支出の如き〉を

統合ljできる権限を与えるとともに，売上高責任に代るべき何ちかの収益基準を

振替価格政策に求めて，とれによって利益責任を確定することになった。乙の

場合もしコストプラス方式を用いる場合には，希望利益は本社が一方的にきめ

るので，そのj容立性は避けられず，競争市場の条件とある程度無関係に価格が

さまるから，事業部に真に利益責任があるとは云えない。そこで市価を中心と

する競争的振替価格を用いて事業部利益責任を確定することになったわけであ

る。もちろんこの場合といえども，事業部lとはよし利益に影響するその他の項

目の統制が出来ても，売上高責任が完全な形で与えられるわけではないのであ

るから，その利益責任は，販売白主権を持つ製品別事業部の如く完全なもので

はない。けれども競争的振替価格方式の採用によって社内~~e1事業部は競争市

場のチェックを受けることになり，企業全体の総純利益のためにどの程度の利

益を貢献したかを判断する乙とが可能になると考えられる。

一般に競争的価格は，事業部の客観的業績評定を与えるといはれる。しかし

この客観的という乙とは，単lこ第三者的lと評定基準が与えられるというだけの

ぷ味ではなく，競争相手たる企業，就中最大能率を挙げている企業との絶えざ
註2

る比較という芯味が実際には含まれている。それ故競争的価格は一般に最も現

実的で高度な目標数値を与え，かつ利益貢献の尺度となる。

註l 通産省案，前掲書p.74. 

註2 商議価格の場合競争相手のデータや仮定された能率生産者のデータを用いること

が多い。 NAC A Research op. cit., p. 29～30. 

とのような市価を中心とする競争的振替価格方式の利益管理上の効巣につい

て，一方では乙れを疑問とする見解も存在している。例えば宮川助教授は，事

業部制が自由競争原理や企業者精神の復活をもたらすものであるということを
註3

ただ無批判的に主張する見解をおい批判されると共に，忌避宣言権の問題に関

説して市価基準の社内取引の問題に触れられ，次のように述べて居られる。

「その企業の製品が果して主張されるような自由競争を通じて成立する市場価

格をもっているかどうか疑わざるを得なり。つまり取引の基準とする市場価格



- 90ー 事業部制の展開と振替価格政策

註4
自体が問題である」と。

たしかに社内取引される諸品目の価格は，独占価格とまったく無関連にきま

るものでない乙とは事実であろう。しかし乙の場合なぜ社内取引される乙れら

諸品目が，最終製品の独占価格決定方式たるコストプラス方式を全面的にとり

得ないのか，その客観的根拠ζそ問題である。

註3 例えば高田馨「経営の職能的構造」 p.262.

註4 宮Ill宗弘「分権的経営管理の展開」立教経済研究第12巻2号 p.173.

一般に独占価格の存在は，自由競争の存在そのものを否定するものではな
註5
く，産業資本的自由競争は姿を消しでも，独占企業閣の独占的競争は当然存在

し，技術革新推進の原動力となっている乙とは周知の事実である。産業コンツ

エJレンにあっては一般的に言って，傘下の多角的に結合せる諸産業部門，垂直

的に結合せる諸段階的生産部門の生産の全面的計画化組織化がはかられんとす

る。

今乙乙にいくつかの産業部門を共通に支配しそれを通じて互に競争している

ただ二つだけの産業コンツエルンを仮定しよう。乙の場合もし両方の生産条件

及び生産量がそれぞれ各部門についても，また各部門の各生産段階についても

一定の比率即ち均衡を保つ様になったとすると半製品や副産物の価格は明らか

に二つのコンツエルン間できまった最終製品の独占価格から容易に推算できる

硬直的価格であろう。しかし現実には独占聞の無政府的競争の反映とらてこれ

ら産業コンツエJレンの内の生産の不均衡がいろいろな形をとって出現する乙と

は不可避で、ある。すなわち究極には生産と消費の矛盾に集約される景気変動と

社会的生産の無政府的性格という社会経済的基本矛盾が，産業コンツエJレンに

おける生産体制に複雑な形をとって反映せざるを得ない。

勿論この場合，垂直的結合部門と多角的結合部門とでは，乙のような不均衡

のあらわれ方は明らかに異って来るであろう。例えば垂直的結合の場合には，

極めて緊密なる工業技術的連関性のために一定の生産的均衡が絶対的に不可欠

であるが，注文生産の場合には受注や納期の喰い違いや錯綜，市場生産の場合

には販売予測や生産計画と製品の市場での実現条件との喰い違いといった現象
註6

にもとずき，各段階的生産部門の聞に不調整が生ずる。又多角的結合の場合に



事業部制の展開と振替価格政策 - 91ー

は，同一産業部門内での各個別企業聞の生産不均衡と不調整，更には各産業コ

ンツエJレン内部における諸製品の景況と各部門の成長条件における不均衡とい

った形をとって現われる。しかもかかる不均衡不調整は，個別企業の側のポリ

シーの影響もあってダイナミツクに変動するが，とのことは結局諸生産分野や

各生産段階l乙企業間競争がT¥Ti売を通じ顕在的lとかあるいは潜在的lとかいずれに

せよ存在する乙とを意味する。そして更にアウトサイダーがこの独占的競争に
言主7

参入してくる可能生，加えて好況期における技術革新と新製品競争，代替品登

場の可能性，需要の弾力性等によって，結局これらの社内取引される品目の価
註8

格は，最終製品l乙比し一般に非硬直的性格を持つであろう。勿論それは完全な

自由競争の産物ではないが，かならずしも硬直的な独占価格である必要はな

い。景気上昇局面にあって競争の活溌化が目立つ時期には特にこの傾向が著し

い乙とになろう。しかるにコストプラスで業績評定することは，かかる事情を

無視し利益貢献の度合を恐志的にきめることになり易く事業部経営層に対する

刺激的ヤードスティックとならないから，競争的価格五式を計算基準として用

いなければならなくなったのである。であるから振替価格として用いられる競

争的価格の性格をそれが独占価格であるというだけで，その利益管理上の効果

就中業拍手iL定の基ifーとしての役割を過少評価するのは適当でないと思われる。

註5 V. E.レーニン l帝国主義論」国民文庫版p.126.
註6 乙の場合工業技術的原因によるプラントや工程閣の不調整は捨象する。

註7 アウトサイダーの参加は部品叉は中間製品の場合特に著しい。これらの中間製品

は独占企業内部で生産される場合にも最終製品のコストを構成するにすぎぬから独
占価格と背離する価格であってもよいであろう。それ故むしろこれらアウトサイダ

ーの存在に規定されて市価が大巾なコスト引下げへの刺激になるのなら社内振替価

格に市価基準をとるべしとする意見が拾頭して来るのは当然であろう。

註8 武山泰雄『アメリカ資本主義の構造』 p.150.

しかしながらこの様な市価基準を中心とした競争的振替価格の利益管理上の

効果は，何時如何なる場合lこも無条件に保証されるものではない。説中景気が

沈滞し過剰設備能力が発生した場合に，競争的価格基準のみに頼る乙とは，与

えられた条件の下での全体利益の極大を目的とする利益管理の観点からみて好

ましくない当然かかる事態に対処するために限界原価基準での振脅価格を考
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慮せざるを得なくなって来ている乙とは，前節にも見た通りである。しかも限

界原価基準での長替価格の決定は，決して一方的に競争的価格基準方式の存在

を否定するものではなく，むしろ不況という独占にとって最もさし迫った問題

に対する対抗策として独占企業全体の考慮に立って競争的転替価格方式の不備

を補うものとして登場せしめられんとしているものであることを忘れてはなら

ない。それゆえ乙の二方式は明らかに両立しうるものであるのは勿論である。

しかも両方式のいずれにウエイ卜を置き具体的にどのように組合せて運用して

いくかということ，すなわち利益管理の重点、をいずれにおくかということは，

まさに各企業の生産組織形態（特に多角的述関，垂直的連聞のいずれがより基
註9

本的であるか）や各事業部の特殊性を踏まえたトップポリシーの問題であり，

基本的には企業をめぐる競争と景気変動の情勢如何に従ってきまるものである

ととは言うまでもない。

註9 今もし垂直的連関が基本的な場合s 段階的生産部門閣に不調整が生じるとする

と，その乙とは同時に操業のアンバランスと過剰設備の発生を意味する。しかもか

かる不調整は不況期に特に起り易いから，この様な事態に備え，かったとえ一時的

にでもその解決をつけていくために，各生産部門の限界原価の動向を把握するとと

が必要となる。それ故乙の様な霊直的関連の場合には限界原仰の振替に重点がおか

れ，本社の強力な中央統制の下で効果的意志決定が行なわれる。もちろんこの場合

にも各段階別生産部門は，その原料，部品をすべて自家調達するとは限ちず，下請

その他との社外取引をそれぞれ行なう可能性も多いから，社内振替についても市価

基準での業績評定の必要性があるのは当然である。

いっぽう製品多様化をも含めた多角的関連の場合を考えると，傘下の諸産業都内

がそれぞれに異なる景況下に置かれ，しかも相互の工業技術的連関性が低いために，

或る程度の生産不均衡が寄在するうは覚悟してでも，！垂直的関連の場合よりも広

汎な部門自治権を各事業部に保証し，部門管理者の高いイニシャチイヴ発揮の下に

競争体制の確立をはかることが可能である。そしてその利益管理上の一つの裏付け

として多角的諸部門間の振替取引における市価基準振替価格方式の役割が重視され

るととになるであろう。この場合にも各部門の生産の不均衡が極端になる場合は，

景気変動との関係もあって過剰設備の発生ほ当然考えられるし，プロダクトライン

の適否を判定したりする必要もあって各部門についての限界原価の把握も決して忘

れ去られるわけではないであろう。

さて，この様l乙管理目的l乙従って区別される二つの代表的振替価格方式が互

に組み合わされて運用されうるという事実は，事業部制の核心とも言える「中
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央統制が部門自治権に補完されつつ如何に貫徹しているかjという乙とをもっ

とも端的に表現しているとみられる。すなわち一方において限界原価方式は，

投資政策決定や資本予算作成の援助という全企業的視点にたって景気変動に対

処すべく企業のもっとも重点的なる分野に関する総合的意志決定の指針として

本社による中央統制を強化する傾向をもっ。他方において市価ないし競争的価

格方式は，企業の全体利益向上に直結すべき社内競争をプロモートし，事業部

内の管理能率の向上をはかる自主的な活動を保証するに足る部門自治権と分ち

がたく結びつく。競争的価格基準の場合，各事業部が直接iと市場で競争に当面

しているのと同ーの条件を競争的計算基準によって導入せんとする主観的意図
註10

が存在し，このような意図を貫徹するために価格の商議権（決定ないし承認権）

が委譲されたのであった。乙の商議権の委譲は，社内外との取引選択権（いわ

ゆる忌避宣言権）と共K，振替価格政策をめぐる部門自治権の主たる内容をな

したわけである。乙の乙とのゆえに各事業部経営層は，企業者的視野を与えら

れ，それにふさわしい自治的権限を行使して自立的経営単位を競争的に運営し

企業に独占利潤を貢献する乙とが可能となったのであった。そして商議による

価格の決定や修正の基礎となる市場情報が中央スタッフlζ集められ，これらス

タッフが価格決定lζ当り顧問的立場で援助すること， トップマネジメントによ

る価格決定仲裁権の存在，忌避宜言権の名目的性格，などによって中央統制は

むしろ効果的に確保される。 しかも景気変動や企業のポリシーの帰趨如何で

は，価格決定仲裁権の強化や忌避宣言権の後退，市場情報蒐集のための中央ス

タッフの強化といった現象形態をとる中央統制の強化が起りうる ζとは言うま

でもない。

註10 リストプライスに直接準拠する場合以外は，例えば市価修正の場合でも価格委員
会による商議がなされる。だから競争的価格基準の場合には殆んど商議が行なわれ
るとみてよい。

要するに振替価格政策は，一方で事業部に競争的指標を与えて部門自治権を

パックアップし，官僚的管理を防止して，事業部の創立的活動を通じて企業の

競争力を強化する役割を果しながら，他方において部門管理の全面的自主化と

社内競争の行き過ぎとをチェックし，景気変動の企業に及ぼす影響lζ対する私
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経済的解決 矛盾の引延ばしと究極的拡大 を絶えず意識しつつ中央統制

を貫徹せしめんとする。

いまや事業部制を採用する独占企業は，ますます激化する企業間競争による

インパクトを，その内部の個別的資本投下部面において受け止めさせ，市場競

争の基準のもとで社内競争を推進する組織体制を固めねばならなくなったので

ある。さらにこれとならんで慢性化した不況の影響は，企業内の各個別的資本

投下部面にも侵透し，そこに生じた過剰設備についてその動向把握の上に立つ

経営政策の必要を怠識せしめざるを得なかった。そこでまず第ーに，各事業部

経営層に機能資本家的イニシヤテイヴとそれにマッチした白治権を与えるいっ

ぽう，その業績のヤードスティックとして競争的基準の振替価格政策をとる乙

とによって事業部がその業績を自ら評定しかっ評定される計算システムがとら

れることになった。そしてこれを一つの基準とし，さらに限界原価基準の計算

システムをも併用して，本社による最高調整機能及び最高政策決定機能を内容

とする強力な1IJ央統制が，乙乙に展開せしめられんとしているのである。

(1960. 12. 29) 




